
持続可能な財政構造の構築を目指した財政運営に関する条例を制定持続可能な財政構造の構築を目指した財政運営に関する条例を制定

2012．
8

第
4
号

発行/龍ケ崎市　　編集/政策推進部情報政策課
〒301-8611　龍ケ崎市3710番地

TEL 0297-64-1111（代表）内線382　FAX 0297-60-1583
URL　http://www.city.ryugasaki.ibaraki.jp/
E-mail　jyouho@city.ryugasaki.ibaraki.jp

子育て日本一を目指したまちづくり P2 ～ P3

地域コミュニティ活動をサポートします！

龍ケ崎市財政運営の基本指針等に関する条例を制定します

P4 ～ P5

P6 ～ P7

「（仮称） 龍ケ崎市自治基本条例」 の制定に向けた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取り組みをスタートします／
　　　　龍ケ崎市インターネット市政モニター制度

　　　　　　　　　　　　（愛称 ： Webモニ） がスタートします

P8

　
本
市
で
は
、
市
の
最
上
位
計
画
『
ふ
る
さ
と
龍
ケ
崎
戦
略
プ
ラ
ン
』
の

重
点
戦
略
「
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
と
地
域
力
の
ア
ッ
プ
」
を
推
進
す
る
た

め
、
自
治
の
基
本
理
念
や
地
域
経
営
の
基
本
原
則
、
市
民
の
権
利
・
責
務

な
ど
を
定
め
、
地
方
自
治
の
基
本
的
な
あ
り
方
や
枠
組
み
を
明
文
化
し
た

「（
仮
称
）
龍
ケ
崎
市
自
治
基
本
条
例
」
の
制
定
に
向
け
た
取
り
組
み
を
ス

タ
ー
ト
し
ま
す
。

　
こ
の
取
り
組
み
を
進
め
る
に
あ
た
り
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
参
加
を
得
て
、

条
例
素
案
に
盛
り
込
む
べ
き
市
民
の
権
利
や
市
政
へ
の
参
画
、
協
働
に
よ

る
ま
ち
づ
く
り
の
仕
組
み
な
ど
、
市
民
に
関
連
す
る
事
項
に
つ
い
て
検
討

す
る
「
龍
ケ
崎
市
市
民
自
治
の
基
本
理
念
等
を
定
め
る
条
例
に
関
す
る
検

討
委
員
会
」
を
設
置
し
ま
す
。

　
現
在
、
広
く
市
民
の
皆
さ
ん
の
考
え
や
意
見
を
お
聴
き
す
る
た
め
、
住

民
基
本
台
帳
か
ら
無
作
為
に
抽
出
し
た
一
定
数
の
方
を
対
象
に
、
委
員
募

集
の
案
内
を
お
送
り
し
て
い
ま
す
。
案
内
が
届
い
た
方
は
、
ぜ
ひ
積
極
的

な
参
加
を
お
願
い
し
ま
す
。

●龍ケ崎市市民自治の基本理念等
を定める条例に関する検討委員会
◉検討委員会の構成：
市民 15人、知識経験者５人
◉条例素案に盛り込むべき市民に関する

事項 （骨子） について検討します

■問い合わせ：企画課地域戦略グループ☎内線 363
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子育て日本一を目指したまちづくり

が
ん
に
つ
い
て
は
自
己
負
担
な
し
で
公
費

負
担
を
行
っ
て
お
り
、
お
た
ふ
く
か
ぜ
・

水
痘
（
水
ぼ
う
そ
う
）・
小
児
イ
ン
フ
ル

エ
ン
ザ
に
つ
い
て
も
、
公
費
負
担
を
行
い
、

対
象
年
齢
の
拡
大
も
行
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
妊
娠
さ
れ
た
方
に
対
し
て
、
妊

婦
健
康
診
査
の
公
的
支
援
を
従
来
５
回

だ
っ
た
も
の
を
、
平
成
21
年
度
か
ら
14
回

に
拡
大
す
る
と
と
も
に
、
平
成
23
年
度
か

ら
不
妊
治
療
助
成
事
業
を
開
始
し
、
高
額

な
医
療
費
が
必
要
な
不
妊
治
療
へ
の
支
援

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
乳
幼
児
を
は
じ
め
小
さ
な
お
子
さ
ん
を

連
れ
て
の
外
出
が
気
軽
に
楽
し
め
る
よ
う
、

授
乳
や
お
む
つ
替
え
が
で
き
る
応
援
の
店

の
拡
充
を
進
め
て
い
ま
す
。

　
購
入
額
の
二
分
の
一
を
補
助
し
ま
す
。

（
限
度
額
４
万
円
）

　
平
成
23
年
３
月
に
は
、「
さ
ん
さ
ん
館
」

に
既
存
の
子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
に
加
え
、

フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
と
保
育

ル
ー
ム
を
設
置
し
、
総
合
チ
ャ
イ
ル
ド
ス

テ
ー
シ
ョ
ン
と
し
て
の
機
能
を
整
備
し
ま

し
た
。

　
子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
で
は
、
定
期
的

に
イ
ベ
ン
ト
を
開
催
し
、
多
く
の
親
子
が
触

れ
合
え
る
場
の
提
供
に
つ
と
め
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー

で
は
、
事
務
所
に
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
待
機

し
、利
用
会
員
か
ら
の
要
請
を
サ
ポ
ー
タ
ー

会
員
に
つ
な
げ
、
お
互
い
の
調
整
を
行
い
、

一
時
的
な
保
育
に
対
応
し
て
い
ま
す
。

　
保
育
ル
ー
ム
で
は
、
６
カ
月
か
ら
３
歳

ま
で
の
児
童
を
、
２
時
間
を
基
本
と
し
て

お
預
か
り
す
る
リ
フ
レ
ッ
シ
ュ
保
育
を
実

施
し
て
い
ま
す
。
急
な
用
事
や
行
事
な
ど

の
た
め
に
、
家
庭
で
児
童
を
保
育
で
き
な

い
場
合
に
ご
利
用
い
た
だ
け
ま
す
。

　
保
育
ル
ー
ム
は
、
リ
フ
レ
ッ
シ
ュ
保
育

を
実
施
し
て
い
な
い
と
き
は
、子
育
て
サ
ー

ク
ル
の
交
流
の
場
と
し
て
ご
利
用
い
た
だ

け
ま
す
。

●

　共働き・一人
親家庭の子ど

も達は、放課後や、春・
夏・冬休みなどの学校休業日には、子どもだけ
で過ごすことになります。保護者が働いている
間、子ども達が安全で充実した生活を送ること
ができるようにとの願いからつくられてきたの
が学童保育です。

●
　龍ケ崎市の学童保育ルームは、市内にある
13の小学校すべてに設置しており、空き教室
や校庭に専用施設を建設して運営しています。
　放課後、学校の授業を終え、ほんの少し敷地
内を移動するだけですぐそこには保育ルームが
あり、「ただいまー！」と、元気な声で子ども
達が入ってきます。安全で学校と一体的に運営
できる理想的な環境を整えています。

このように、すべての保育ルームを小学校敷地
内に設け、運営形態も統一されているのは県内
でも数少ない取り組みです。

●
　国や茨城県が推奨する学童保育の対象学年は小
学校３年生までです。しかし、龍ケ崎市では施設
に余裕がある限り、４年生以上の児童を受け入れ
ており、今年度は松葉小と馴柴小の保育ルームを
一クラスずつ増設し、市内 13 小学校中、10 校
で全学年の児童の受け入れが可能となりました。
　引き続き施設を拡充して環境を整え、平成
26年度までには、すべての小学校で全児童を
対象とした学童保育ルームの運営を目指してい
ます。

学童保育ルームは年度の途中からでも
利用できます。ぜひご相談ください。
▼問：教育委員会　青少年育成課
　　　☎ 64-1111（内線 233 ･ 235）

４
　
子
育
て
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

　
　
　
　
　
　
　
　
の
充
実

「さんさん館」では親子で楽しめるイベ
ントがもりだくさん
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将
来
的
な
ま
ち
づ
く
り
を
考
え
て
い
く
上
で
、
若
者
・
子
育
て
世
代
を
本
市
に
呼
び

込
み
、
定
住
化
を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
本
市
で
は
、
平
成
21
年
度
か
ら
、「
第
３
子
支
援
事
業
」（
第
３
子
以
降
の
出
産
に
対

す
る
祝
金
と
そ
の
子
の
幼
稚
園
・
保
育
所
の
保
育
料
の
免
除
）
を
行
っ
て
き
ま
し
た
が
、

今
後
さ
ら
に
結
婚
、
妊
娠
、
出
産
、
育
児
、
教
育
、
そ
れ
ぞ
れ
の
ス
テ
ー
ジ
に
応
じ
た

支
援
メ
ニ
ュ
ー
の
充
実
を
図
り
、「
子
ど
も
を
産
み
、
育
て
る
な
ら
龍
ケ
崎
」
と
思
っ
て

い
た
だ
け
る
よ
う
、
充
実
し
た
子
育
て
環
境
を
実
現
し
て
い
き
ま
す
。

子育て日本一を目指したまちづくり

　　
少
子
化
が
叫
ば
れ
て
久
し
く
な
り
ま
す
。

人
口
を
維
持
す
る
た
め
に
必
要
な
合
計
特
殊

出
生
率
は
２
・
08
と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
国

で
は
昭
和
49
年
に
２
・
05
と
な
り
ま
し
た
。

そ
の
後
は
低
下
傾
向
が
続
き
、
平
成
17
年
に

は
１
・
26
（
県
は
１
・
32
）
と
過
去
最
低
を

記
録
し
ま
し
た
。
本
市
で
は
、
平
成
21
年
に

１
・
18
と
な
り
、
平
成
22
年
に
は
１
・
29
ま

で
回
復
し
ま
し
た
が
、
ま
だ
、
国
、
県
の
出

生
率
を
下
回
っ
て
い
る
現
状
で
す
。

　
少
子
化
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
が
、
保
育
所

へ
お
子
さ
ん
を
預
け
た
い
と
思
う
方
は
増
え

続
け
て
い
ま
す
。
入
所
を
希
望
し
な
が
ら
入

所
で
き
な
い
、「
待
機
児
童
」
の
解
消
が
全

国
的
な
課
題
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
本
市
に
お
い
て
は
、
そ
の
解
消
策
と
し

て
、
平
成
22
年
度
に
八
原
保
育
所
の
改
築
、

ま
つ
や
ま
中
央
保
育
園
の
改
築
支
援
、
平

成
23
年
度
に
は
、
な
が
と
夢
保
育
園
（
旧

長
戸
保
育
園
）
の
改
築
支
援
を
行
い
、
定

員
増
を
行
っ
て
い
ま
す
。
平
成
22
年
度
以

降
、年
度
当
初
に
お
い
て
「
待
機
児
童
ゼ
ロ
」

を
達
成
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
大
宮
、
北
文
間
保
育
所
敷
地
内

に
民
間
保
育
所
の
誘
致
を
行
い
、
平
成
25

年
度
中
に
開
園
の
予
定
で
す
。

　
保
護
者
に
代
っ
て
、
生
後
６
カ
月
か
ら

小
学
校
３
年
生
ま
で
の
病
児
（
比
較
的
軽

い
症
状
）
を
保
育
す
る
事
業
を
、
龍
ケ
崎

済
生
会
病
院
「
な
で
し
こ
保
育
園
」
で
平

成
24
年
４
月
か
ら
開
始
し
ま
し
た
。

　
子
育
て
世
代
の
経
済
的
支
援
と
医
療
の

安
心
を
確
保
す
る
た
め
、
段
階
的
に
医
療

費
の
無
料
化
の
対
象
年
齢
を
拡
大
し
て
き

ま
し
た
。

　
平
成
22
年
度
に
は
小
学
校
３
年
生
ま
で
、

平
成
24
年
度
か
ら
は
小
学
校
６
年
生
ま
で

対
象
年
齢
を
拡
大
し
、
今
後
、
中
学
３
年

生
ま
で
拡
大
す
る
予
定
で
す
。

　
　

　
健
全
な
お
子
さ
ん
の
成
長
、
母
子
保
健

の
充
実
を
図
る
た
め
、
妊
娠
か
ら
乳
幼
児

期
ま
で
一
貫
し
た
体
系
の
も
と
に
、
健
康

診
査
、
健
康
教
室
な
ど
を
総
合
的
に
実
施

し
て
い
ま
す
。

　
任
意
予
防
接
種
の
支
援
と
し
て
、
国
の

制
度
開
始
に
先
駆
け
て
、
平
成
22
年
度
か

ら
、
ヒ
ブ
・
小
児
用
肺
炎
球
菌
・
子
宮
頸

１
　
本
市
の
少
子
化
の
現
状

２
　
保
育
環
境
の
充
実

合計特殊出生率の推移

３
　
子
育
て
家
庭
へ
の

　
　
　
　
　
　
支
援
の
充
実

1.35 1.35
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1.34
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■問い合わせ：こども課☎内線 273・287

乳児から小学生まで、「待機児童ゼロ」を目指します。
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地域コミュニティ活動をサポートします！

２
　
地
域
担
当
職
員
を

　
　
　
　
　
　
配
置
し
ま
す

～組織と事務の流れ～

（仮称）●●地区コミュニティ協議会
コミュニティセンターの活動範囲
（小学校区）ごとに組織

報告

解決 相談

要望

相談
要望など

回答
サポート
情報提供など

①協力要請

◉地域コミュニティに対して、１地区あたり５人程度の
　市職員を配置（通常業務と兼務）
◉サポーター長として課長級、副サポーター長として課長
　補佐級およびサポーター（一般職員３人程度）を配置

サポーター長
（責任者）

副サポーター長
（連絡調整）

サポーター
（記録）

②連絡

　調整

　検討

担当課

との協議

③相談
　報告

地域コミュニティ会議

地域住民

市民協働課

アドバイス
総合調整

④回答
　サポート

身近な総合窓口
◉地域コミュニティと市との連絡・調整
　（地域コミュニティ会合などへの出席）
◉地域コミュニティ活動に係わる情報収集
　提供・サポート
　（活動への助言、行政情報の提供など）

急を要する事案や専門的な説明が必要な案

件については、担当課が直接回答します。
（担当課は、後日地域担当職員へ報告）

市役所
（地域担当職員）

政策情報誌　平成 24年 8月（第 4号） － 4 －

地域コミュニティ活動をサポートします！

　
中
核
的
な
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
（
以
下
「
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
」
と
し
ま
す
）
の
形

成
に
向
け
設
立
準
備
会
を
設
置
し
た
地
区
（
＊
）
に
お
い
て
は
、
協
議
が
本
格
化
し
つ

つ
あ
り
ま
す
。
こ
う
し
た
中
、
市
で
は
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
活
動
を
支
援
す
る
た
め
、

補
助
金
に
よ
る
財
政
的
支
援
と
地
域
担
当
職
員
に
よ
る
人
的
支
援
の
両
面
で
協
働
を
進

め
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　
こ
れ
ら
の
支
援
策
に
つ
い
て
、
概
要
を
紹
介
し
ま
す
。

　
＊
【
設
立
準
備
会
の
設
置
地
区
】（
設
置
予
定
を
含
む
）
：
龍
ケ
崎
・
龍
ケ
崎
西
　
　

　
　
　
川
原
代
・
北
文
間
・
松
葉
・
城
ノ
内
・
馴
柴
・
長
山
（
計
８
地
区
）

１
　
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に

補
助
金
を
交
付
し
ま
す

Ａ区
Ｂ区
Ｃ自治会
Ｄ自治会
Ｅ町内会
Ｆ町内会

自主防災組織
民生委員児童委員
青少年育成市民会議
防犯連絡員
　　　　　など

＊各住民自治組織へは、「住民自治組織活動推進奨励金」（1,000
円／戸）をこれまで通り別途交付します。

＊地域づくり補助金は、地域コミュニティが組織化された地区
の住民自治組織へは交付しません（地域コミュニティ「全体」
への補助金に移行します）。
＊地域コミュニティが組織化されない地区内の住民自治組織へ
は、申請に基づき地域づくり補助金を交付しますが、平成 28年
度をもって本制度を廃止します。

【別表】

①地域づくり補助金：

住民自治組織単位で交付
基本額３万円／戸数割 300円
②コミュニティセンター活動

推進協議会への補助金：
１協議会あたり 70万円
③コミュニティセンター講座

講師謝礼：１館あたり 20 万
円
※金額はいずれも年額

（仮称）「●●地区コミュニティ協議会」

住
民
自
治
組
織

市役所

地域
コミュニティ
への補助金

【地域コミュニティへの補助】【地域づくり補助金は平成 28年度で廃止】

縮 小

■問い合わせ：市民協働課☎内線 436～ 439

　　　　　　　
　　　

コミュニティセンター
　（地域活動の拠点）

平成 24 年～ 26 年度

基本額３万円
戸数割 300円

平成 27 年・28 年度

基本額１万円
戸数割 100円



－ 7 － 政策情報誌　平成 24年 8月（第 4号）

龍ケ崎市財政運営の基本指針等に関する条例を制定します

２ 資産の管理など
□公共施設の管理運営に関する基本方針を策定します。
□新たな債務保証・損失補償を原則として禁止します。
□新たに債務保証・損失補償を行う場合、必要性と債務発生見通しを公表します。

公共施設の管理指針

（９条）

少子高齢化の進行により、 このまま公共施設を維持するとしたら…

　　①提供される機能（サービス）の需給ギャップが拡大
　②施設更新に伴う多額の財政負担　　
　※ 公共施設の課題の共通認識を形成して、新たな需要に対応します。全体適正化の視点

債務保証等の取扱い

（16 条）

 もし， 経済情勢などが大きく変化したら…

　　債務保証・損失補償による財政負担が顕在化も？　
　※新たに債務保証・損失補償を行おうとする場合は、事前にその必
　要性および債務発生見通しを公表して、協議・議論の深化を図ります。リスク管理の視点

３ 計画的な財政運営
□収支状況を推計し、また、基金（預金）・地方債などの残高見通しを公表します。
□公共施設・インフラ施設の財政運営への影響額を試算・公表します。
□平常時（日常）の財政運営目標と、財政状況の急変（悪化）時に備えて早期警戒基準を定めます。
□早期警戒基準に該当した場合、健全化計画を策定・公表し、早期に取り組みます。

財政収支見通し

（17 条）

公共施設等財政運営影響額

（19 条）

計画的な財政運営を推進するためには…

　　①長期的な収支状況を推計
　②資産・債務残高の見通しなどの明確化
公共施設 ・ インフラ施設の整備が財政運営に及ぼす影響は…

　①建設時に必要な投資的費用（これまでの視点）
　②施設の管理や運営に必要な経常的費用
　③施設の維持や更新に必要な投資的費用

長期的な視点

フルコストの視点

財政運営の目標

（21 条）

柔軟な財政構造を構築するために…

　①財政指標を用いて目標を設定
　②目標達成のための具体的な取組
財政状況急変時へ備えて万全を期すために…

　①健全化判断比率を用いて基準を設定（早期警戒基準）
　②地方財政健全化法を上回る厳しい基準で監視

平常時 （日常） の目標

急変 （悪化） 時の基準

※従来は，建設時の財源確保が主たる論点でした。しかし、建設後の地方債償還、施設の管理運営、維持更新
による財政負担が財政硬直化の大きな要因となるため、建設の是非などを含め、適正な意思決定に不可欠な情
報を試算・公表します。

早期の財政健全化

（22 条）

万が一への備え

①早期財政健全化計画の策定・公表
②計画に基づく取組を展開

早期の健全化により
地域経営への影響を抑制

早期警戒基準に該当したら…

　龍ケ崎市財政運営の基本指針等に関する条例（案）については、パブリックコメントによるご意見を
はじめ、龍ケ崎市行政経営評価委員会や市議会全員協議会などでもご意見を頂いており、現在、これら
のご意見を踏まえた条例案作成の最終段階にあります。
　地域経営の基盤である財政の健全化は、自治体共通の問題でありますが、本市はこの条例の制定を契機
に、これまで以上に先進的・効果的な取組を展開して「財政力の強化」を図るとともに、市民の皆さまの
参画と協働の取組を推進して「地域力の強化」を図り、これらを推進力に地域経営を行ってまいります。

　（本市の特徴を反映）
１ 収支状況
２ 積立金・地方債等の状況
３ 世代間の負担の状況

政策情報誌　平成 24年 8月（第 4号） － 6 －

龍ケ崎市財政運営の基本指針等に関する条例を制定します

持続可能な財政構造の構築を目指して
龍ケ崎市財政運営の基本指針等に関する条例を制定します

条例の目的は？
　基礎的自治体としての責務を果たし、今後とも主体的なまちづくりを展開して市民福祉の増進（市民
生活の向上）を図るためには、柔軟性を持ち持続可能な財政構造の構築が肝要です。つまり、健全な財
政運営は、まちづくりの重要な要素です（地域経営の基盤）。
　このため、財政運営に関する基本指針等を定め、健全な財政運営に関する取組を推進します（財政力
の強化）。

背景には何があるの？
●我が国の構造変化
　少子高齢化の進行や人口減少社会を背景に、収支状況に大きく影響を及ぼす税収動向や社会保障関係
費の増加などの環境変化を踏まえ、地域経営の重要な基盤である「財政」について、持続可能な構造を
構築しなければならないと考えます。

●負担の公平性・財政秩序の再構築
　長期債務残高の増加による財政硬直化という過去の反省を踏まえ、地方債（借入金）の活用において
は、そもそも公共施設などの整備の意思決定に参画できない将来世代への過大な負担の回避を重視する
とともに、公平性を重視して財政秩序を維持しなければならないと考えます。

構成はどうなるの？
●構成は５章 23条
　　・第１章 総則
　　・第２章 財政運営の原則
　　・第３章 計画的な財政運営
　　・第４章 健全な財政運営の取組
　　・第５章 雑則

担税力
の低下

少子高齢化

社会保障
関係費

持続可能な財政構造づくり
（財政運営の基本方針等に関する条例）

受益と負担
のバランス

世代間の
負担の公平性

広範な情報を
タイムリーに公表

数値目標の設定
取組を担保

経営環境？

主な条文の概要は？
「特徴的な条項」　を参照してください。

条例の施行に必要な事項は
龍ケ崎市財政運営の基本方針等に関する
条例施行規則で対応します

※全国では岐阜県多治見市、関市、富山県滑川市、埼玉県富士見市など、まだまだ少数派です。ちなみに、茨
城県内では初の取組となります。

１ 財政情報の共有

「特徴的な条項」

□予算、決算、決算統計、資産・債務、健全化判断比率、財務諸表などを公表します。
□債務償還の確実性・債務償還能力の把握に有用な財務情報を公表します。

市民向け （６条）

金融機関向け （７条）

情報の共有は、 まちづくりの基本

地方債の円滑な調達

実施を制度的に担保

財政力強化の取組を発信

■問い合わせ：財政課財政グループ☎内線 358
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子育て日本一を目指したまちづくり P2 ～ P3

地域コミュニティ活動をサポートします！

龍ケ崎市財政運営の基本指針等に関する条例を制定します

P4 ～ P5

P6 ～ P7

「（仮称） 龍ケ崎市自治基本条例」 の制定に向けた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取り組みをスタートします／
　　　　龍ケ崎市インターネット市政モニター制度

　　　　　　　　　　　　（愛称 ： Webモニ） がスタートします

P8

　
本
市
で
は
、
市
の
最
上
位
計
画
『
ふ
る
さ
と
龍
ケ
崎
戦
略
プ
ラ
ン
』
の

重
点
戦
略
「
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
と
地
域
力
の
ア
ッ
プ
」
を
推
進
す
る
た

め
、
自
治
の
基
本
理
念
や
地
域
経
営
の
基
本
原
則
、
市
民
の
権
利
・
責
務

な
ど
を
定
め
、
地
方
自
治
の
基
本
的
な
あ
り
方
や
枠
組
み
を
明
文
化
し
た

「（
仮
称
）
龍
ケ
崎
市
自
治
基
本
条
例
」
の
制
定
に
向
け
た
取
り
組
み
を
ス

タ
ー
ト
し
ま
す
。

　
こ
の
取
り
組
み
を
進
め
る
に
あ
た
り
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
参
加
を
得
て
、

条
例
素
案
に
盛
り
込
む
べ
き
市
民
の
権
利
や
市
政
へ
の
参
画
、
協
働
に
よ

る
ま
ち
づ
く
り
の
仕
組
み
な
ど
、
市
民
に
関
連
す
る
事
項
に
つ
い
て
検
討

す
る
「
龍
ケ
崎
市
市
民
自
治
の
基
本
理
念
等
を
定
め
る
条
例
に
関
す
る
検

討
委
員
会
」
を
設
置
し
ま
す
。

　
現
在
、
広
く
市
民
の
皆
さ
ん
の
考
え
や
意
見
を
お
聴
き
す
る
た
め
、
住

民
基
本
台
帳
か
ら
無
作
為
に
抽
出
し
た
一
定
数
の
方
を
対
象
に
、
委
員
募

集
の
案
内
を
お
送
り
し
て
い
ま
す
。
案
内
が
届
い
た
方
は
、
ぜ
ひ
積
極
的

な
参
加
を
お
願
い
し
ま
す
。

●龍ケ崎市市民自治の基本理念等
を定める条例に関する検討委員会
◉検討委員会の構成：
市民 15人、知識経験者５人
◉条例素案に盛り込むべき市民に関する

事項 （骨子） について検討します

■問い合わせ：企画課地域戦略グループ☎内線 363


